
第１章 予算編成方針

○ 長期化するエネルギー価格・物価高騰の影響に対応する事業者を支援すると
ともに、持続的な賃上げに向けた稼ぐ力の強化に取り組む事業者支援、能登半
島地震で被災した事業者の復旧・復興支援等、県内経済が直面する課題に対応

○ 新潟県総合計画に掲げる「活力のある新潟」の実現に向け、「挑戦する人や
企業が生まれ、集まる環境の整備」や「若者に選ばれ、誰もが働きやすい環境
づくり」など、中長期的な取組を推進

【産 業 労 働 部 施 策 体 系】

１ 県内経済が直面する課題への対応

第１ 持続的な賃上げ、エネルギー価格・物価高騰等に対応する事業者への支援

第２ 能登半島地震で被害を受けた事業者への支援

２ 活力のある新潟

第１ 挑戦する人や企業が生まれ、集まる環境の整備

第２ 若者に選ばれ、誰もが働きやすい環境づくり

１ 意欲ある企業等への支援による県内産業の活性化

２ 起業・創業の推進

３ 再生可能・次世代エネルギーの活用促進

４ 企業立地の促進

５ 電源地域の振興

１ 若者の県内定着とU・Iターンの促進

２ 誰もが活躍できる働きやすい環境づくり

３ 地域の産業を支える人材の確保

・ 高い付加価値を生み出す企業の創出・成長促進

・ 産業のデジタル化

・ 県内企業の海外展開支援

・ 外国人材の受入促進

・ 地域に根差す産業の活性化

○○○○千円

○○○○千円

○○○○千円

○○○○千円

○○○○千円

○○○○千円

○○○○千円

○○○○千円

○○○○千円

○○○○千円

○○○○千円

○○○○千円
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・業況判断Ｄ.Ｉ.は、製造業・非製造業ともに「良い」超幅が拡大しているものの、
「先行きは良い」が縮小の見通し
・企業物価指数（12月）は、前年同月比＋2.4％と高止まり
・実質賃金(11月)は＋0.6％と、11カ月ぶりのプラス
・有効求人倍率（12月）は1.38倍となり、全国平均を上回る状況

１ 県内経済・雇用の概況及び物価高騰等の影響（令和８年１月現在）

新潟県企業短期経済観測
調査

企業物価指数

毎月勤労統計調査（実質
賃金）

一般職業紹介状況、労働
市場月報（有効求人倍率
＋失業率）

新潟県の産業労働を取り巻く状況

 

  
  

  

 

 

 

  

 

   

   

   

   

   

 

  

  

  

                            

  

新潟県企業短期経済観測調査
（業況判断D.I.） 指数
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国内企業物価指数

■価格上昇による収益への影響

・依然として８割強の企業が収益を圧迫されており、特に労務費の割合が高い

■価格上昇に対する価格転嫁の状況

・概ね８割以上の価格転嫁ができている企業は、原材料仕入価格で約４割、エネルギー
価格、労務費で約２割に留まる

新潟県毎月勤労統計調査

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   
    

                                                             

   
               

           

          

              

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

                    

               

           

   

   

    

    

   

    

    

    

    
    

    
    

    
    

    

         

    

   
   

    

   

   

   

    

   

   

    
    

   

   

  

  

  

  

 

 

 

 

 

                                                        

実質賃金   賃金
 

新潟県実質賃金 新潟県有効求人倍率

第８回 原材料等価格高騰の影響に関する緊急調査（令和７年８月調査）

【出典】日本銀行「企業物価指数」「時系列統計データ」【出典】日本銀行新潟支店「新潟県企業短期経済観測調査」

【出典】県統計課「毎月勤労統計調査（地方調査）」 【出典】新潟労働局「一般職業紹介状況」「労働市場月報」
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・一方、県内企業等は、経営規模が小さく、中間財生産や下請け取引を主流とする経営面で
他律的な企業が多く、十分な付加価値・利益が得づらい産業構造

２ 県内産業の状況等

新潟県の産業労働を取り巻く状況

県内事業所の現状（事業者１人当たり
付加価値額）

  
シェア

  
順位

 万 ,   企 2.0% １４位    万 ,   企 

  兆 ,   億円 0.9% １５位  ,   兆 ,   億円

 兆 ,   億円 1.0% １５位    兆 ,   億円

１企 等当たり
純付加価値額

 ,   万円 － ２３位  ,   万円

※売上金額、純付加価値額、１企業等当たり純付加価値額
　は、必要な事項の数値が得られた企業等を対象に集計

     

企 等数

売上金額

純付加価値額

● 内企 等 現状
 企  等・売上金額・純付加価 額 

● 内事 所 現状
 従 者規模別事 所  構成比 

● 内事 所 現状 事 従 者１ 当たり付加価 額 

＜産 大分類別＞ ＜産 中分類別 製造  ＞

・本県では、食品・清酒、金属・機械、繊維等、地域の特性や歴史により育まれた多様な地域
産業が集積しているほか、独自技術など高い競争力を持つ企業が多数存在

・金融面でのセーフティネット対策により景気変動に対応しつつ、産業界や金融機関、
高等教育機関、市町村等と連携を深め、デジタル化や人材確保など意欲ある県内
企業の高付加価値化と生産性向上につながる挑戦を後押しする

・経営環境の変化に柔軟に対応できる、足腰の強い強靭な産業構造への転換を図る
ことにより、本県産業全体の付加価値の引上げと所得の向上につなげ、生産年齢
人口が減少する中においても、本県産業の持続的発展を実現する

【施策 方向性】

調査データ・時期のクレジット（以下、同様）
【出典】総務省・経済産業省「令和３年経済センサス活動調査」

【出典】総務省・経済産業省「令和３年経済センサス活動調査」
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１ 起業・創業の推進

施策の取組状況

発電電力量

・～～
・～～

２ 再生可能・次世代エネルギーの活用促進

需要電力量に対する再生可能エネル
ギー発電量の割合

・民間スタートアップ拠点等と連携した創業支援体制により、起業・創業にチャレンジしや
すい環境の整備や支援体制の充実に努め、民間スタートアップ拠点からの起業件数は増加、
2024年の県内新設法人数は過去最高を更新

・スタートアップ・エコシステム拠点都市選定を契機に、産学官金が一体となった支援体制
の下で、スタートアップの成長支援の強化を図り、地域資源を活かしたスタートアップの
創出と集積を目指す

- 4 -

●発電電力量 令和５   

・良好な風況や天然ガス等の豊富な地域資源／エネルギー産出県としての強みを活かした事業
を推進

・洋上風力や水素等の大規模事業における県内企業の参入や連携を促進することで、関連産業
の振興や集積を目指す

●需要電力量に対す 再生可能エネルギー発電量 割合 令和５   

新潟県 全国

このデータで良いか？
※地図に各地の動き（洋上風力etc）を落とし
込んだ地図みたいなものの方がわかりやす
い？

・産学官金が連携した創業支援体制の構築に取り組むなど、意欲ある人たちが起業・創
  業にチャレンジしやすい環境づくりを進めてきており、民間スタートアップ拠点から
  の起業件数増加など、一定の成果

・産学官金が連携した起業・創業への支援のもと、多様なスタートアップが新しい
アイデアや技術を提供することで、地域経済の活性化や持続的発展への貢献を目指す

●産学官金が連携した創 支援体制 ●ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ･ｴｺｼｽﾃﾑ拠点都市   ｺﾝｿｰｼｱﾑ
キックオフセレモニー R7.11 

国・県・民間企業等で構成する協議会におい
て企業間連携促進・事業組成検討を支援

発電事業者と連携したセミナーや説明会の開催
により、県内企業の理解促進や参入を支援

洋上風力発電事 へ  内企 参入支援

水素・ＣＣＳ等 利活用促進 ●洋上風力発電事 へ  内企 参入支援 ●水素・ＣＣＳ等 利活用促進
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工場立地件数（工場用地等の取引件
数）
立地件数の推移

施策の取組状況

IT関連企業の雇用者数及び誘致企業数

新潟県の社会動態

４ 若者の県内定着とＵ・Ｉターンの促進

・本県の人口（社会動態）は減少が続いており、全国の中でも減少数が上位。女性の割合も
高く、就職や進学を契機とした若年層の東京圏への進出が主な要因

・県内企業の魅力向上、効果的な情報発信及びＵ・Ｉターン者支援体制の充実により、若者
に選ばれる新潟県の実現を目指す

３ 企業立地の促進

・用地取得を伴う工場立地件数は、用地の不足等により減少傾向。また、オフィスの都心回帰等
によりＩＴ関連企業の立地は減少したものの、集積が進み、雇用者数は増加

・民間の大規模用地や市町村団地の造成が進みつつあることから、将来性や市場拡大が期待され
る産業の立地に取り組むとともに、ＩＴ関連企業のさらなる集積を目指す

●立地件  推移  種別 ●ＩＴ関連企  雇用者 及び誘致企  
 各  末時点  累計 

雇用者数の実数が
見えない

女性の割合が見えない
女性割合追加しました

データは最新値？
先日の報道では、総務省が２月３日に２０２５年の

人口移動報告を発表？

まだ公表されていなく、これが最新値です

●ＩＴ関連企  雇用者 及び誘致企  
 各  末時点  累計 

【出典】経済産業省「工場立地動向調査」 【出典】県産業立地課作成

●工場立地件 
 工場用地等 1000㎡以上  取引件  

●    社会動態

女性割合
60.6%

女性割合
５６.４%

【出典】総務省「住民基本台帳人口移動報告」

女性割合
５3.9%

女性割合
５7.1%

女性割合
60.5%

女性割合
55.4%

女性割合
５5.0%
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（％）

５ 誰もが活躍できる働きやすい環境づくり

施策の取組状況

男性の育児休暇取得数

・本県では労働者の総実労働時間や年次有給休暇取得率などが改善傾向にあり、男性の育児
休業取得率も上昇しているが、近年、ライフスタイルや働き方のニーズが多様化

・労働時間縮減や休暇の取得促進に取り組むほか、多様で柔軟な働き方ができる企業を拡大し、
県内外に広く発信することで、働く場としての新潟のイメージアップを図る

● 間総実労働時間及び 次休暇取得 

●男性 育児休 取得 

ニーフルでも載せる？
えるぼしや、くるみんの取得状況とか？

一般労働者の
年間総実労働時間 ｈ 

年次 給休暇取得    

      

R3 1,965.6 1,945.2 55.6 56.6

R4 1,957.2 1,947.6 57.9 58.3

R5 1,968.0 1,962.0 62.6 62.1

R6 1,962.0 1,946.4 65.6 65.3

3.8 
5.2 

12.8 

18.5 

27.7 

33.7 

44.9 

6.16 7.48 

12.65 
13.97 

17.13 

30.1 

40.5

0

10

20

30

40

50

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

育児休  新潟県 

育児休  全  

●企 認定制 取得状況

制度名 概 要
認定
企業数

【新潟県】

Ni-ful企業
（新潟県多様で柔軟な

働き方・女性活躍実践企業）
※R7.10～認定開始

ワーク・ライフ・バランスを実
現し、男女が共に個性と能力に
応じて活躍できるよう積極的に
取り組む企業を登録

706社
うちゴールド認定

406社
(R8.2.27時点)

【厚生労働省】

くるみん
(次世代育成支援対策推進法第１４条
第１項の厚生労働大臣の定める表示)

仕事と子育ての両立支援の取組
を進め、従業員の子育てをサ
ポートする企業を認定

116社
全国第７位
(R8.1.30時点)

【厚生労働省】

えるぼし
(女性の職業生活における活躍の推進

に関する法律に基づく認定表示)

女性の活躍推進に関する取組状
況が優良な企業を認定

102社
全国第６位
(R8.1.30時点)

【出典】厚生労働省 「雇用均等基本調査」
県しごと定住促進課「新潟県賃金労働時間等実態調査」

【出典】県統計課 「毎月勤労統計調査（地方調査）」
厚生労働省 「毎月勤労統計調査（全国調査）」
県しごと定住促進課「新潟県賃金労働時間等実態調査」
厚生労働省 「就労条件総合調査」
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ＡＩ活用推進ラボ事業
（198,257千円）＜創業・イノベーション推進課＞

- 7 -

令和８年度における重点的な取組事項

持続的な賃上げ、エネルギー価格・物価高騰等に対応する事業者への支援①

現状・課題 令和８年度の重点的な取組

新 630,000千円）

○エネルギー価格・物価高騰の長期化

○物価上昇を上回る賃上げの必要性

○価格転嫁の一層の促進

○人手不足への対応

データ or R7取組状況

～による～の取組を支援

～

※県版打ちだしでは、
は新チャレとパッケージ
化して「拡」と整理。
県版ハコでは、各細事業
単位で記載のため、
「新」と整理されている。
部版は細事業ごとに打ち
だしのため、ハコにあわ
せて「新」と記載。

１ 県内経済が直面する課題への対応

第２ 能登半島地震で被害を受けた事業者への支援

～による～の取組を支援

～
写真・図

ビジネス変革応援事業
（381,435千円）＜産業政策課＞

○企業の成長と持続的な賃上げ実現のため、
生産性向上と企業収益の拡大に向けた取組
を支援

○経営環境の改善に向け、パートナーシップ
構築宣言を含め、サプライチェーン全体で
の価格転嫁を促進

写真・図

リモート式草刈り機 導入によ 省 化

○人手不足の深刻化

去年と一緒？

新 ＜地域産業振興課＞

地域経済の好循環を生み出す企業

の創出に向け、成長意欲の高い企

業の「稼ぐ力」の強化に資する高

付加価値化の取組を支援

県版資料の補助金
額の表、入れた方
が伝わりやすい？

●地域経済の好循環を生み出す企業の創出に向け、成長意欲の高い中小企業等の
「稼ぐ力」の強化に資する高付加価値化の取組を支援

●物価高騰等により収益に影響を受けて

いる中小企業等が実施する、事業再構築、

ＤＸ及び生産性向上の取組を支援

●中小企業の生産性向上のため、ＡＩ開発者

  と中小企業とのマッチングによる新たな

サービス等の開発・実証を支援するほか、

展示会などＡＩイベントの開催により、

ＡＩ活用を促進

にいがた稼ぐ力強化支援事業（630,000千円） ＜産業政策課＞

●地域経済の好循環を生み出す企業の創出に向け、成長意欲の高い中小企業等の

「稼ぐ力」の強化につながる高付加価値化の取組を支援

●物価高騰等により収益に影響を受けて

いる中小企業等が実施する、事業再構築、

ＤＸ及び生産性向上の取組を支援

100億宣言

〇中小企業が「売上高100

億円」という野心的な

目標を目指し、実現に

向けた取組を行ってい

くことを宣言する国の

取組

〇補助金、税制の活用、

経営者ネットワークへ

の参加などの国の支援

あり

〇県内宣言企業：41社

(2/16時点)
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ＡＳＰＡＣ連携・魅力発信販路開拓事業（12,000千円） ＜産業政策課＞

次世代経営者ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創事業
11,042千円）

事業承継を契機とした次世代経営

者による新事業創出の取組を促進

するため、既存事業の見直しや事

業アイデアの構築・事業計画の策

定を支援

- 8 -

令和８年度における重点的な取組事項

持続的な賃上げ、エネルギー価格・物価高騰等に対応する事業者への支援②

～による～の取組を支援

～

【ASPAC アスパック 】
・ 際青年会議所が主催する 際会議
・アジア地域を中心に約５０ヵ から、 内を含めて約8,000 が来 見込

写真・図

１ 県内経済が直面する課題への対応

第２ 能登半島地震で被害を受けた事業者への支援

～による～の取組を支援

～
写真・図

高い付加価値を生み出す企業の創出、成長促進

ﾏｳﾝﾃﾝﾘｿﾞｰﾄ圏形成総合促進事業（17,800

妙高エリアにおける大規模リゾート開発を契機に、

企業によるホテルや商業施設に対する県産品導入を支援

新 ＜地域産業振興課＞

米価高騰の影響を踏まえ、

に資する新たな取組を支援

写真・図

事 計画策定など 個別伴走支援地域経済 活性化につなが イベント 開催

写真がちょっと違う？

新潟清酒経営革新等支援事業（105,289千円） ＜地域産業振興課＞

にいがた経済好循環推進事業 次世代経営者イノベーション創出事業

（282,257千円）＜地域産業振興課＞ （11,042千円）＜創業・イノベーション推進課＞

海外見本市   規市場開拓を支援  規設備導入によ  務  化を支援

※県版打ちだしでは、
はものづくり産地連携体
制構築支援事業・地域産
業振興総合支援事業含め、
パッケージ化して「拡」
と整理。
ただ県版ハコでは、各細
事業単位で記載のため、
「新」と整理されている。
部版は細事業ごとに打ち
だしのため、県版ハコに
あわせて「新」と記載。

※部版は新潟清酒国内市
場活性化支援事業を含め
て打ち出しのため「等」
の記載あり。
県版ハコは新潟清酒経営
革新支援事業と新潟清酒
国内市場活性化支援事業
分けて記載。

●パートナーシップ構築宣言登録事業者

などで構成する団体が実施する消費喚

起や需要拡大など地域経済の活性化に

つながる取組を支援

●事業承継を契機とした次世代経営者に

よる新事業創出の取組を促進するため、

既存事業の見直しや事業アイデアの構築

や事業計画の策定を支援

●令和８年６月に開催されるＡＳＰＡＣ（アジア・太平洋地域会議）

において、防災関連商品をはじめとした県産品の販路開拓を支援

●酒蔵等の新市場開拓やブランディング、経営基盤強化につながる取組を支援

8 
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令和８年度における重点的な取組事項

～による～の取組を支援

～

第２ 能登半島地震で被害を受けた事業者への支援

～による～の取組を支援

～
写真・図

２ 活力のある新潟

挑戦する人や企業が生まれ、集まる環境の整備①

高い付加価値を生み出す企業の創出、成長促進

高い付加価値を生み出す企業の創出・成長促進

首都圏情報発信拠点ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ事業
（8,000千円）＜産業政策課＞

北米市場等販路開拓支援事業
（15,900千円）＜産業政策課＞

現状・課題 令和８年度の重点的な取組

○人口減少による県内需要の縮小

○県内経済活性化に向けた企業
立地の促進や人材の確保

○大規模な投資案件やイベント開催を
契機とした県産品の新たな販路開拓

○国外や首都圏などへの商機拡大によ
  る県内企業の収益向上

○ＧＸ・ＩＴ関連企業から選ばれるため
  の環境整備等

○人手不足分野における外国人材採用の
機運醸成とモデル事例の創出

需要見込みたいなデータ？
（総合計画？）

写真が古い

「シックスセンシズ妙高」イメージ図
 2028 12月開 予定 

 産品 展示商談会やホテルへ 活用提案

※県版と部版で事業 にズレあり。
「北米市場等販路開拓支援事業」
について、部版では北米市場に加え
豪州市場への支援も開始するため、
「等」を付して表記。
県版は、財政課として書き物ベース
での整理とする方針のため、「等」
を除いているそう。
※変更を部局から依頼しても修正不可

１周 祭オープニングイベントニューヨーク  テストマーケティング

世界水準ﾏｳﾝﾃﾝﾘｿﾞｰﾄ圏形成総合促進事業（17,800千円）

＜産業政策課＞

拡
拡
拡

拡

【出典】 統計課「     口移動  報 」「 民経済計算 概要

※県版ハコでは、
拡充の記載なし。
ただ、部版では豪州も
含めて「等」「拡」と

整理。

●妙高エリアにおける大規模リゾート開発を契機とした県内企業によるホテルや

商業施設に対する県産品導入を支援

●バイヤー招聘による商談、テストマーケ

  ティング等の実施により北米市場等の

  開拓を支援

●「銀座・新潟情報館 THE NIIGATA」におい

   て本県の認知度向上や誘客促進のプロモー

   ションを実施

9 



※

業界別外国人材活躍推進ﾁｬﾚﾝｼﾞ事業（9,607千円） ＜雇用能力開発課＞
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令和８年度における重点的な取組事項

～による～の取組を支援

～

写真・図

第２ 能登半島地震で被害を受けた事業者への支援

～による～の取組を支援

～
写真・図

- 10 -

２ 活力のある新潟

挑戦する人や企業が生まれ、集まる環境の整備②

高い付加価値を生み出す企業の創出、成長促進

高い付加価値を生み出す企業の創出・成長促進

＜雇用能力開発課＞

バイヤー招聘による商談、テストマーケティング等の実施により

北米市場等の開拓を支援 違う内容？

ＩＴ企業オフィス開設支援事業（120,000千円） ＜産業立地課＞

○○○○（ちなみに右は何の写真？？十日町ファッションイベント、こ
れも古い）
※政策企画の吉田さん提供写真がいい、TGCオフィシャル？

TGC側から過去のイベントの写真（北九州TGC）を載せないでほし
いとの話があったことにより、AIに作成を依頼

なお、「大規模ファッションイベント」という記載に関しては、財政課と
政策企画課、TＧＣにて調整中とのため、一旦Pとする（2/9時点）

東京ガールズコレクションという記載をすることの了解がTGC側で得
られたため、記載ぶりを変更。県版も同様の表記となる予定
（２/10時点）

去年と一緒

差し替え

なんだか豪華すぎない？
写真を差し替えました

※

※事業可能性調査への支援はプロジェクトの一環として、交通政策局で実施（事業費:10,000千円）

マッチング事業（11,340千円）

送出機関・受入支援団体や外国人材と県内企業とのマッチングを実施

写真差し替え

日本海側最大級ＧＸ産業クラスター形成プロジェクト（7,788千円）
＜産業立地課、創業・イノベーション推進課＞

若者・女性を対象とした繊維産業魅力発信事業（9,189千円）
＜地域産業振興課＞

支援内容の表でも入れま
すか（補助率とか）

対象経費 補助率 補助上限額

ＰＣ・什器類等 1/2 1,500万

イノベーション拠点交流促進事業（5,000千円）
＜創業・イノベーション推進課＞

       ●イノベーション拠点へのコーディネーター配置を支援し、多様なプレイヤー

の交流と共創を促すことで、スタートアップ・エコシスムの形成を推進

●県内外の若者や女性を主なターゲットとした

東京ガールズコレクションを活用し、本県繊維

産業の魅力を印象的に発信するともに、県内

企業商品の需要喚起を図る

●誘致対象企業の選定や立地に向けた働きかけ、企業の事業可能性調査への支援 を

  一体的に実施し、ＧＸ産業クラスターの形成を促進

●ＩＴ関連企業の本県への進出促進に向けて、

進出時に必要となる初期投資経費を支援

●主に運輸業界と連携し、業界内における外国人

材の受入れ機運の醸成と、人材募集から定着ま

での一貫したサポートを行い、優良事例をモデ

ル的に創出し、横展開を図る
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令和８年度における重点的な取組事項

～による～の取組を支援

～

●男性従業員の育児休業取得を促進するため、業務代替体制の

整備等に取り組む中小企業の事業主に助成金を支給し、一定期
間 以 上 の 育 児 休 業 取 得 に つ い て は 助 成 金 を 加 算
※ちょっと表現が分かりにくい

新たに○○みたいな

写真・図

第２ 能登半島地震で被害を受けた事業者への支援

～による～の取組を支援

～
写真・図

２ 活力のある新潟

若者に選ばれ、誰もが働きやすい環境づくり

高い付加価値を生み出す企業の創出、成長促進

高い付加価値を生み出す企業の創出・成長促進

障害者雇用促進プロジェクト（10,439千円） ＜雇用能力開発課＞

現状・課題 令和８年度の重点的な取組

○若者の県内就職促進や、若者や女性に
とって魅力ある職場づくりを進める
企業の取組を後押し

○企業における働き方改革の推進、女性
や障害者、高齢者の就業機会増加など、
誰もが働きやすい環境づくりを促進

写真・図

※令和９年度からの補助金支給開始に向け、
債務負担行為を設定 4,000千円 

若者意識調査の結果とか？
※上記のような状況を示せるデータ

あんまりいいのがない、、、

若者県内就職促進奨学金返還支援事業
＜しごと定住促進課＞

若者・女性に選ばれる魅力ある企業の創出事業（6,511千円）
＜しごと定住促進課＞

男性の育児休業取得促進事業（6,700千円）※働き方改革推進事業の内数

＜しごと定住促進課＞
拡

○本県が若者等に選ばれるため、
魅力ある雇用の場の創出が必要

【出典】キャリタスの就職意識調査（2026年1月）

シンボルマーク利用時は
枠なし

企業内の環境整備等に要する経費補助及び新規雇用・定着の支援
を行うコーディネーターの派遣

※ちょっと表現が抽象的、背景が不明、法定雇用率の問題とか？

●令和８年７月に法定雇用率が引き上げられることから、企業内の環境

  整備等に要する経費を助成するとともに、新規雇用や定着の支援を行

  うコーディネーターを派遣し、企業の障害者雇用を支援

●若年層の県内就職を促進するため、県内の

中小企業等が従業員の奨学金返還をサポート

   する取組を支援

●子育て応援企業として、一定の要件を満たした企業

   に対する国の認定制度である「くるみん」の取得を

   目指す県内企業に対し、アドバイザーを派遣し、     

   認定取得に向けた取組を促進

●男性従業員に所定の要件を満たす育児休業を

通算14日以上取得させた中小企業等に助成金

を支給。取得期間が通算29日以上の場合の加

算措置を新たに創設
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